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JICA 環境社会配慮改定委員会提言とガイドライン案の構成 
 

提言の構成  ガイドライン案の構成 
Ⅰ．基本的事項 
１．環境社会配慮の理念 
２．環境社会配慮の基本方針 
1) 幅広い配慮対象のスコープ 
2) 早期段階からの環境社会配慮の

確保 
3) 協力事業完了移行のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 
4) 事業実施における説明責任 
5) ステークホルダーの参加 
6) 情報公開 
7) 内部の実施体制 
３．ガイドラインの目的 
４．定義 
５．環境社会配慮の対象範囲 
 
Ⅱ．基本的手続き 
１．協力事業に環境社会配慮上求め

られる重要な事項等 
２．環境社会配慮支援・確認の基本

的枠組み 
1)環境社会配慮の責任主体 
2)JICA による環境社会配慮支援・

確認 
3)カテゴリ分類 
4)環境社会配慮確認の要点 
5)勘案すべき事項 
6)審査諮問機関の設置と活用 
7)情報公開とｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰの参加 
8)JICA の意思決定 
9)適切な実施及び遵守の確保 
10)適用及び見直し 
 
 

 Ⅰ．基本的事項 
１．１ 理念 
 
１．２ 目的 
 
１．３ 定義 
 
 
１．４ JICA の責務 
１．５ 対象とする協力事業 
１．６ 相手国政府に求める要件 
 
１．７ 情報の公開 
 
１．８ ステークホルダーの協議 
 
１．９ 環境社会配慮の項目 
 
１．１０ 審査諮問機関への諮問 
 
１．１１ カテゴリ分類 
 
１．１２ 参照する法令と基準 
 
１．１３ 配慮事項 
 
１．１４ 外務省への提言 
 
１．１５ ガイドラインの適切な実

施と遵守の確保 
 
１．１６ ガイドラインの適用と見

直し 
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Ⅲ．環境社会配慮支援・確認の手続 
１．プロジェクトの要請確認段階 
２．開発調査(マスタープラン調査) 
３．開発調査(ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査) 
４．詳細設計調査 
５．無償資金協力 
６．技術協力プロジェクト 
７．フォローアップ 
 
別紙１．対象プロジェクトの計画に

際し、相手国政府に求められる環境

社会配慮 
別紙 2．一般的に影響を及ぼしやす

いセクター・特性、影響を受けやす

い地域の例示 
別紙 3．カテゴリ A 案件のための現

地環境影響評価報告書 

Ⅱ． 各スキームの手続き 
2.1 プロジェクトの要請確認段階 
2.2 開発調査(ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ調査) 
2.3 開発調査(ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ調査) 
2.4 詳細設計調査 
2.5 無償資金協力 
2.6 技術協力プロジェクト 
2.7 フォローアップ 
 
 
別紙 1 相手国政府に求める環境社

会配慮の要件 
別紙 2 一般に影響を及ぼしやすい

セクター･特性、影響を受けやすい

地域の例示 
別紙 3 カテゴリ A 案件のための環

境影響評価報告書 
別紙 4 スクリーニング様式 
 

 
 


